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1938 年 3 月：中華民国臨時政府（北京）による中国聯合準備銀行の設立、聯銀券の発行

1939 年 5 月：中華民国維新政府（南京）による華興商業銀行の設立、華興券の発行

1941 年 1 月：汪兆銘政権（南京）による中央儲備銀行の設立、　儲備券の発行

→ 同時に、日本軍は軍票での支払いも実行（軍票のみの地域も）

→ 華興券は回収、聯銀券・儲備券・軍票を蔣介石政権の法幣と同価値で発行

→ 円系通貨の信用は上昇せず（日本軍は物資調達に困難をきたす）

２　経済謀略の第 2段階：法幣偽造による通貨謀略

〔1〕参謀本部第 7課（支那課）、のち第 8課（謀略課）が通貨謀略を構想（1938 年 10 月〜）

岩畔豪雄による偽造紙幣工作の発案

→ 中国経済を混乱させて抗戦力を減殺しようとする経済謀略 →【資料４】

〔2〕登戸研究所（「陸科研」登戸出張所）に第三科設置、法幣偽造の開始（1939 年 8 月）

科長：山本憲蔵主計少佐

最初は 8名の体制で、中央銀行の五圓(元)券を試作（失敗）

→ 法幣はイギリスの抄紙（紙すき）・透かし技術を駆使して製造されていた

→ 「黒透かし」と絹糸漉き込みの技術的蓄積なし

→ 巴川製紙の技術を動員

約 1 年かかって紙すき・透かし技術の課題を克服…………………………………【展示】

３　経済謀略の第 3段階：法幣大量偽造による物資調達

〔1〕アジア太平洋戦争の開始、香港占領（1942 年 1 月）

1942 年春、香港の法幣印刷所から正式の原版・輪転機などを接収、登戸研究所に搬入

→ 1942 年夏以降、偽造法幣の大量製造が軌道に乗る

1ヶ月に 1〜2 億圓(元)を印刷・輸送

五圓券・十圓券、のち百圓券・二百圓券を製造

４　偽札謀略の結末

〔1〕1942 年秋〜1943 年：法弊不足（香港失陥のため）に陥った重慶政権に大きな打撃

〔2〕軍票・儲備券の信用失墜で法幣・偽造法幣の価値が上昇

→ 偽札は日本軍の物資調達、兵士の給与には大いに力を発揮した

〔3〕英米が法幣印刷・空輸をして中国を支援、次第に高額法幣を発行

十圓券（1942 年）→百圓券→千圓券→一万圓券……百万圓券・二百万圓券（1945 年）

〔4〕軍事インフレーションの進行（1945 年春以降）

蔣介石政権による米からの武器調達、米からの借款による大量の紙幣導入

→ 日本側の低額偽札は無力化

おわりに

　〔1〕政治謀略（汪兆銘工作）は、汪政権成立以前に失敗

　〔2〕経済謀略は、円系通貨は信用されず、偽札は一時的に効果を上げるが、当初の目的で

あった経済混乱を起こすことはできず
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点に若干の艦船部隊駐屯す尚揚子江及支那沿岸に於ける艦船の航泊は自由とす

五、支那は前項治安協力のための日本の駐兵に対し財政的協力の義務を負ふ

六、日本は概ね駐兵地域に存在する鉄道、航空、通信竝主要港湾水路に対し軍事上の要求権

及監督権を保留す

七、支那は警察隊及軍隊を改善整理すると共に之か日本軍駐屯地域の配置竝軍事施設は当分

治安及国防上必要の最小限とす

日本は支那の軍隊警察隊建設に関し顧問の派遣、武器の供給等に依り協力す〔中略〕

附

一、支那は事変勃発以来支那に於て日本国民の蒙りたる権利利益の損害を補償す

二、第三国の支那に於ける経済活動乃至権益か日満支経済提携強化の為自然に制限せらるる

は当然なるも右強化は主として国防及国家存立の必要に立脚せる範囲のものたるへく右

目的の範囲を超えて第三国の活動乃至権益を不当に排除制限せんとするものに非す

出典：外務省編『日本外交年表竝主要文書』下（原書房、1965 年）405-407頁。

【資料４】対支経済謀略実施計画（1939 年）→1942 年以降の組織名が使用されている

一、方針

　蒋政権ノ法幣制度ノ崩壊ヲ策シ、以テソノ国内経済ヲ攪乱シ、同政権ノ経済的抗戦力ヲ潰

滅セシム。

二、実施要領

１　本工作ノ秘匿名ヲ「杉工作」ト称ス。

２　本工作ハ極秘ニ実施スル必要上、之ニ関与スル者ヲ左ノ通リ限定ス。

（イ）陸軍省

大臣、次官、軍務局長、軍事課長、担当課員

（ロ）参謀本部

総長、次長、第一部長、第二部長、第八課長、担当参謀及部付将校

（ハ）兵器行政本部

本部長、総務部長、資材課長

３　謀略資材ノ製作ハ陸軍第九科学研究所（以下登戸研究所ト略称ス）ニ於テ担当スルモ、必
〔ママ〕

要ニ応シ大臣ノ認可ヲ得テ民間工場ノ全部又ハ一部ヲ利用スルコトヲ得。但シ機密保持ニ
万全ヲ期スルヲ要ス。

４　登戸研究所ニ於テ製作スヘキ謀略器材ニ関スル命令ハ、陸軍省及参謀本部担当者ニ於テ

協議ノ上、直接登戸研究所所長ニ伝達ス。

５　謀略資材完成シタルトキハ、其種類、数量ヲ陸軍省及参謀本部担当者ニ直ニ報告スルモ

ノトス。　

６　参謀本部ハ陸軍省ト協議ノ上、送付先ヲ定メ、所要ノ宰領者ヲ附シ極秘書類トシテ所定

ノ機関ニ送附ス。

７　支那ニ本謀略ノ実施機関ヲ置ク（以下本機関ノ秘匿名ヲ松機関ト称ス）。本機関ハ差当リ

本部ヲ上海ニ置クモ、支那又ハ出張所ヲ対敵貿易ノ要衝地並ニ情報収集ニ適シタル地点ニ

置クコトヲ得。

８　本工作ハ敵側ニ対シ隠密連続的ニ実施シ経済攪乱ヲ主タル目的トス。コレカタメ法幣ヲ

以テ通常ノ商取引ニヨリ軍需及民需ノ購入ヲ原則トスル。

９　獲得セル物資ハ軍ノ定ムル価格ヲ以テ各品種ニ応シ所定ノ軍補給廠ニ納入シ、得タル代

金ハ対法幣打倒資金ニ充当ス。但シ別命アルトキハコノ限リニアラス。

10　松機関ハ松工作用資金並ニ獲得シタル資材ヲ常ニ明確ニシ、毎月末資金及資材ノ状況ヲ

陸軍省及参謀本部ニ報告スルモノトス。

11　松機関ハ機関ノ経費トシテ送附セル法幣ノ二割ヲ自由ニ使用スルコトヲ得。

出典：山本憲蔵『陸軍贋幣作戦―計画・実行者が明かす日中戦秘話―』（徳間書店、1984 年）

66頁。
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